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（注)１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していません。 

４ 第74期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号 平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しています。 

  

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第74期

第３四半期 
連結累計期間

第75期
第３四半期 
連結累計期間

第74期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年４月１日 
至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 116,453 123,792 192,617

経常利益又は 
経常損失（△）

(百万円) 2,968 △2,480 4,500

四半期(当期)純利益又は 
四半期(当期)純損失(△)

(百万円) 2,392 △2,710 3,604

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 128 △4,764 733

純資産額 (百万円) 113,785 107,818 114,387

総資産額 (百万円) 238,107 208,350 229,771

１株当たり四半期(当期)純利益 

又は四半期(当期)純損失(△)
(円) 11.97 △13.56 18.04

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 47.8 51.7 49.8

回次
第74期

第３四半期 
連結会計期間

第75期
第３四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日 
至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益 
又は四半期純損失（△）

(円) 7.81 △18.30

２ 【事業の内容】
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「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しています。 

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は発生していません。また、前事業年度の有価

証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものです。 

  

(1) 業績の状況 

①経営成績 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、円相場の高止まり、世界経済の減速といった影響を

受けながらも生産の持ち直しから概ね緩やかな回復基調で推移しましたが、建設業界においては、震災復

旧・復興需要こそかたちとなって現れはじめたものの、そのことが却って地域市場間の格差や建設技能者

不足にともなう外注労務費の高騰を招くなど、総じて厳しい経営環境に置かれました。 

当第３四半期連結累計期間の売上高は前年同期間に比べ6.3％増加した123,792百万円となりました。損

益面では、売上総利益が売上総利益率の低下等により同32.9％減少した8,281百万円、営業損失は3,587百

万円（前年同期間は1,955百万円の営業利益）、経常損失は2,480百万円（前年同期間は2,968百万円の経

常利益）、四半期純損失は2,710百万円（前年同期間は2,392百万円の四半期純利益）となりました。  

セグメントの業績は次のとおりです。 

（土木事業） 

受注高は前年同期間に比べ2.7％増加した29,613百万円、売上高は同13.4％減少した37,637百万円と

なりました。営業損失は売上総利益率の低下等により1,442百万円(前年同期間は565百万円の営業損失)

となりました。 

（建築事業） 

受注高は前年同期間に比べ15.1％増加した56,192百万円、売上高は同10.1％増加した74,495百万円と

なりました。営業損失は売上高が増加したものの売上総利益率が低下したこと等により3,661百万円(前

年同期間は971百万円の営業利益)となりました。 

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（不動産事業） 

不動産事業は不動産の販売及び賃貸に関する事業で、売上高は大型の不動産案件の販売等により前年

同期間に比べ185.2％増加した9,130百万円となりました。営業利益は売上高の増加等により同0.6％増

加した1,757百万円となりました。 

（その他） 

その他は建設資機材等の製造及び販売に関する事業等で、売上高は前年同期間に比べ20.6％増加した

2,528百万円となりました。営業損失は売上高が増加したものの売上総利益率が低下したこと等により

272百万円(前年同期間は206百万円の営業損失)となりました。 

  

②資産、負債及び純資産の状況 

 (資産) 

有価証券が増加しましたが、現金預金、受取手形・完成工事未収入金等、販売用不動産が減少したこ

と等により、前連結会計年度末に比べ21,420百万円減少した208,350百万円となりました。   

 (負債) 

支払手形・工事未払金等、未成工事受入金が減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ14,851

百万円減少した100,532百万円となりました。 

 (純資産) 

配当金の支払いや四半期純損失の計上等により利益剰余金が減少したことや、その他有価証券評価差

額金が減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ6,568百万円減少した107,818百万円となりまし

た。 

  

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

  

(3) 研究開発活動 

当社グループの当第３四半期連結累計期間における研究開発に要した費用の総額は414百万円となり

ました。 

 なお、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

(4) 主要な設備 

第２四半期連結会計期間末に計画中であった賃貸用土地建物の取得は平成23年10月に完了しました。
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 480,376,000

計 480,376,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成24年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 228,326,133 228,326,133

東京証券取引所
 市場第一部 
 大阪証券取引所 
 市場第一部

単元株式数は1,000株です。

計 228,326,133 228,326,133 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
  

(千円)

資本金残高
  

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成23年10月１日 
～ 

平成23年12月31日
― 228,326,133 ― 19,838,913 ― 25,322,139

(6) 【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年９月30日)に基づく株主名簿による記

載をしています。 

平成23年９月30日現在 

 
  

平成23年９月30日現在 

 
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

28,565,000
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

197,332,000
197,332 ―

単元未満株式
普通株式

2,429,133
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 228,326,133 ― ―

総株主の議決権 ― 197,332 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式） 
 株式会社奥村組

大阪市阿倍野区松崎町
二丁目２番２号

28,565,000 ― 28,565,000 12.51

計 ― 28,565,000 ― 28,565,000 12.51

２ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規

則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しています。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成23年10月１

日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けていま

す。 

  

第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 25,953 13,830

受取手形・完成工事未収入金等 84,612 ※１  71,918

有価証券 9,001 19,497

販売用不動産 8,225 2,333

未成工事支出金 27,281 26,021

不動産事業支出金 3,018 3,727

仕掛品 808 1,762

材料貯蔵品 698 468

その他 8,633 8,616

貸倒引当金 △3,481 △5,058

流動資産合計 164,751 143,119

固定資産   

有形固定資産 25,948 27,695

無形固定資産 269 272

投資その他の資産   

投資有価証券 37,702 36,360

その他 5,350 5,522

貸倒引当金 △4,250 △4,620

投資その他の資産合計 38,801 37,262

固定資産合計 65,019 65,231

資産合計 229,771 208,350
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 46,803 41,636

短期借入金 11,290 11,207

未払法人税等 205 114

未成工事受入金 25,928 20,526

引当金 2,177 622

工事損失引当金 4,271 5,174

資産除去債務 71 73

その他 12,792 12,132

流動負債合計 103,541 91,487

固定負債   

長期借入金 181 170

退職給付引当金 4,683 3,618

資産除去債務 52 52

負ののれん 567 354

その他 6,358 4,848

固定負債合計 11,843 9,044

負債合計 115,384 100,532

純資産の部   

株主資本   

資本金 19,838 19,838

資本剰余金 25,326 25,326

利益剰余金 74,006 69,498

自己株式 △12,348 △12,354

株主資本合計 106,823 102,309

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 7,563 5,509

その他の包括利益累計額合計 7,563 5,509

純資産合計 114,387 107,818

負債純資産合計 229,771 208,350
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 ※１  116,453 ※１  123,792

売上原価 104,108 115,511

売上総利益 12,344 8,281

販売費及び一般管理費 10,388 11,868

営業利益又は営業損失（△） 1,955 △3,587

営業外収益   

受取利息 171 140

受取配当金 728 756

負ののれん償却額 212 212

その他 149 165

営業外収益合計 1,262 1,274

営業外費用   

支払利息 140 130

その他 108 37

営業外費用合計 249 168

経常利益又は経常損失（△） 2,968 △2,480

特別利益   

前期損益修正益 46 －

固定資産売却益 － 7

投資有価証券売却益 41 0

貸倒引当金戻入額 127 －

特別利益合計 215 7

特別損失   

前期損益修正損 68 －

固定資産売却損 0 －

固定資産除却損 4 14

投資有価証券評価損 521 411

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 111 －

特別損失合計 704 425

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

2,479 △2,898

法人税、住民税及び事業税 102 104

法人税等調整額 △16 △292

法人税等合計 86 △188

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

2,392 △2,710

四半期純利益又は四半期純損失（△） 2,392 △2,710
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

2,392 △2,710

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △2,264 △2,053

その他の包括利益合計 △2,264 △2,053

四半期包括利益 128 △4,764

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 128 △4,764

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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当第３四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

 
  

 
  

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

【会計方針の変更等】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【財政状態、経営成績又はキャッシュ・フローの状況に関する事項で、当該企業集団の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況の判断に影響を与えると認められる重要なもの】

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年12月31日)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しています。

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成23年3月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日)

 

 １         ――― ※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しています。 

 なお、当四半期連結会計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の満期手形が当四半期連結会

計期間末日残高に含まれています。

受取手形 14百万円

 ２         ―――  ２ 下記の法人のマンション売買契約手付金の返済に

ついて保証を行っています。

㈱フージャース 

コーポレーション
69百万円

   計 69
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当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第

３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)及び負ののれんの償却額

は、次のとおりです。 

 
  

前第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日) 

  配当金支払額 

 
  

当第３四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日) 

１ 配当金支払額 

 
  

 ２ 株主資本の金額の著しい変動 

該当事項はありません。 

  

  

  

(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日)

※１ 当社グループの売上高は、主たる事業である建設

事業において、契約により工事の完成引渡しが第４

四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半

期連結会計期間から第３四半期連結会計期間におけ

る売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高

が多くなるといった季節的変動があります。

※１                 同左

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

減価償却費 724百万円

負ののれんの償却額 212

減価償却費 566百万円

負ののれんの償却額 212

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 
定時株主総会

普通株式 1,798 ９ 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日 
定時株主総会

普通株式 1,797 ９ 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金
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   前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設資機材等の製造及び販売に

関する事業を含んでいます。 

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額９百万円はセグメント間取引消去等です。 

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

   当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設資機材等の製造及び販売に

関する事業を含んでいます。 

 ２ セグメント利益又は損失(△)の調整額31百万円はセグメント間取引消去等です。 

 ３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額 
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注３）土木事業 建築事業 不動産事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 43,481 67,675 3,201 114,357 2,095 116,453 ― 116,453

  セグメント間の内部 
 売上高又は振替高

― ― 31 31 339 371 △371 ―

計 43,481 67,675 3,232 114,388 2,435 116,824 △371 116,453

セグメント利益 
又は損失(△)

△565 971 1,747 2,153 △206 1,946 9 1,955

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額 
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注３）土木事業 建築事業 不動産事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 37,637 74,495 9,130 121,263 2,528 123,792 ― 123,792

  セグメント間の内部 
 売上高又は振替高

― ― 20 20 96 116 △116 ―

計 37,637 74,495 9,150 121,284 2,624 123,908 △116 123,792

セグメント利益 
又は損失(△)

△1,442 △3,661 1,757 △3,346 △272 △3,619 31 △3,587
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四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しています。 

  

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しています。 

  

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しています。 

  

当第３四半期連結会計期間(自 平成23年10月１日 至 平成23年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  

 
(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

(金融商品関係)

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(企業結合等関係)

(１株当たり情報)

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

１株当たり四半期純利益(円) 11.97 ―

１株当たり四半期純損失(円) ― 13.56

(算定上の基礎)

四半期純利益(百万円) 2,392 ―

四半期純損失(百万円) ― 2,710

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 2,392 ―

普通株式に係る四半期純損失(百万円) ― 2,710

普通株式の期中平均株式数(株) 199,817,733 199,765,631

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

－ 16 －



平成２４年２月９日

  株式会社 奥村組 

取 締 役 会 御 中 
  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社奥村組の平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計

期間（平成２３年１０月１日から平成２３年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２３年

４月１日から平成２３年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 
  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。  

  
監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社奥村組及び連結子会社の平成２３

年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員

 
公認会計士 後 藤 紳太郎   印

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員

 
公認会計士 生 越 栄美子   印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。



 
  

【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成24年２月13日

【会社名】 株式会社奥村組

【英訳名】 ＯＫＵＭＵＲＡ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 奥 村 太加典

【最高財務責任者の役職氏名】    ―

【本店の所在の場所】 大阪市阿倍野区松崎町二丁目２番２号

【縦覧に供する場所】 株式会社奥村組東日本支社

 (東京都港区芝五丁目６番１号)

株式会社奥村組名古屋支店

 (名古屋市中村区竹橋町29番８号)

株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

株式会社大阪証券取引所

 (大阪市中央区北浜一丁目８番16号)



当社代表取締役社長奥村太加典は、当社の第75期第３四半期(自 平成23年10月１日 至 平成23年12

月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しまし

た。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




